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概要・背景 

世界経済情勢及び経営環境が急激に変化し、経営課題が複雑・多様化する中、日本企業が

持続的成長を遂げるためには、イノベーション創出やビジネスモデルの刷新等の実現が重要であり、

外国企業との協業連携を通じて経営の高度化や販路拡大を図ることが有効な選択肢となりうる。

一方、日本企業は、海外資本に対する心理的抵抗感や社内の体制構築の遅れなどから、外国企

業との協業連携が諸外国に比べて遅れていることが指摘されている。 

日本政府は、 「海外からの人材・資金を呼び込むためのアクションプラン」（2023 年 4 月 26 日

対日直接投資推進会議決定）を策定し、高度外国人材の呼び込み及び対日直接投資の促進

に取り組んでいる。その一環として、経済産業省は「対日 M&A 活用に関する事例集－海外資

本を活用して、企業変革・経営改善・飛躍的成長につなげた日本企業のケーススタディー」

（2023 年 4 月 19 日公表）を策定した。同事例集では、日本企業において外国企業又は外

国プライベート・エクイティファンドによる日本企業への M&A（以下、「対日 M&A」という）を経営手

法の選択肢の一つとして検討する際に参考となる対日 M&A の事例を選出し、対日 M&A 活用の

効果・意義や留意点等をまとめた。さらに、経済産業省は、M&A に関する公正なルール形成に向

けて経済社会において共有されるべき原則論及びベストプラクティスを提示することを目的に、「企業

買収における行動指針」を 2023 年 8 月に策定した。 

外国企業との協業連携の形態は M&A 以外にも考えられるところ、更なる選択肢を提示するた

め、本事業では、外国企業との共同出資及び外国企業からのマイノリティ出資の受入れも広く対象

とした。外国企業の持つグローバルネットワークやノウハウ等を活用し、事業拡大、経営改善（DX・

人的資本管理含む）やイノベーション創出を達成している事例を取り上げ、外国企業との協業連

携の効果・意義や留意点をまとめた。事例紹介として、外国企業との協業連携の背景や目的、協

業（統合）過程や成果について概説し、実践的な事例集とするために、課題解決に向けた取組

や成功のポイント、協業連携に当たり工夫した点等も整理した。これらの点は、日本企業との協業

連携においても同様に当てはまるものが多いと考えられる。 

 

 

注：本報告書において、「対日 M&A 等」とは、外国企業が出資会社、日本企業が被出資会社となる

出資をいい、出資形態別に「合併」、「買収」、「事業譲渡」、「資本参加」及び「出資拡大」に分類して

いる。また、「対日 M&A」とは、「対日 M&A 等」のうち、「合併」、「買収」及び「事業譲渡」をいう（「合

併」等の定義は、5 ページ参照）。 
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第１章 報告書の各章概要 

本報告書の各章概要は、以下のとおりである。なお、本報告書では、経済産業省の「外国企業

と日本企業の協業連携事例に関する研究会」において検討し、作成した事例集に掲載しているも

のに加え、外国企業と日本企業の協業連携に関するデータや具体的な企業の声、調査手法など

についても記載している（事例集は経済産業省 Web サイト参照）。 

 

・第２章 外国企業と日本企業の協業連携の概況 

外国企業による日本国内における買収・事業譲渡、資本参加・出資拡大（OUT-IN）の推移

につき、国際比較を含めて概況を整理した。なお、本報告書において、外国企業が出資会社、日

本企業が被出資会社となる資本参加を「対日 M&A 等」と表記している。 

<サマリー>  

✓ 2000 年-2023 年における、外国企業から日本企業への出資である対日 M&A 等

（OUTーIN）の件数は、3,594 件であり、うち外国企業による出資比率 50％以下

（資本参加・出資拡大）の合計件数は 2,298 件と全体の 64.0%を占める。 

✓ 対日 M&A 等（OUT-IN）は、3 年移動平均で 10 年前と比較して、件数は約 3

倍、金額は約 5 倍となっており、件数は過去 20 年間で最高水準。 

✓ 対日 M&A 等における買収・事業譲渡の件数は概ね横ばいだが、金額は、大型案件の

有無等により変動があるものの 2016 年以降大幅に増加している。また、資本参加・出

資拡大の件数及び金額は、増加傾向にある。 

✓ 日本の名目 GDP に占める対内 M&A の金額の割合は、米国の 1/7 程度、英国の

1/33 程度である。 

 

・第３章 外国企業と日本企業の協業連携事例の要点・メリット 

事例調査から、外国企業と日本企業の協業連携の要点及び目的・メリットを整理した。 

<サマリー>  

✓ 外国企業と日本企業の協業連携の要点として、①海外資本活用の背景（成長意欲・

課題感）、②外国企業との接点、③成果実現のための実施内容、④協業連携前後の

苦労（M&A、マイノリティ出資、共同出資会社設立含む）、⑤成功のキーファクター、⑥

今後の成長展開に整理した。 

✓ 外国企業と日本企業の協業連携に関するメリットは、経営面（新事業モデル・イノベーシ

ョンの創出、経営基盤の強化）、事業面（営業・販売力の向上、生産・開発能力、生

産性の向上）、従業員面（人材育成・確保、労働環境の改善）のそれぞれにおいて

確認できた。 

 

・第４章 個別事例集 
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 本事業にて作成した事例集に掲載した企業一覧を整理した。 

<サマリー> 

✓ 本事例集では、事例分類をパターン A：会社本体へのマジョリティ出資受入、パターン

B：会社本体へのマイノリティ出資受入、パターン C：共同出資（合弁会社化）の３

パターンとしている。 

 

・第 5 章 コラム・各種用語の定義・解説 

外国企業と日本企業との企業文化（商慣習）の差異をどう乗り越えたか、外国企業との協業

連携の解消事例から見た留意点、中小企業における経営高度化に向けた外国企業の協業連携

の活用に関するコラムを作成し、各種用語の定義・解説を整理した。 
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第２章 外国企業と日本企業の協業連携の概況 

2.1 日本国内における M&A（マイノリティ出資含む）の概要及び分類 

本事例集では、出資企業及び被出資企業の国籍により、国内 M&A（IN-IN）、対外 M&A

（IN-OUT）、対日 M&A 等（OUT-IN）として分類しており（図表１）、特に対日 M&A 等を

調査対象とすることとした。なお、M&A 案件については出資形態別に「合併」、「買収」、「事業譲

渡」、「資本参加」及び「出資拡大」に分類している（図表２）。 

調査の結果、2000 年-2023 年における対日 M&A 等の件数は 3,594 件であり、日本国内

における M&A 件数全体の 5.8％と少ない傾向にあることが分かった。出資形態別の内訳をみると、

「資本参加」及び「出資拡大」の合計件数は 2,298 件と対日 M&A 等全体の 64.0%を占める。

なお、「買収」、「事業譲渡」はマジョリティ出資、「資本参加」、「出資拡大」はマイノリティ出資とする。 

 

図表 1  M&A の概要（2000-2023 年までの合計） 

分類 概要 件数(割合) 

国内 M＆A 

(IN-IN) 
日本企業同士の M&A 

47,147 件 

(75.5%) 

対外 M&A 

(IN-OUT) 

日本企業が出資会社、外国企業が被出

資会社となる M&A 

11,666 件 

(18.7%) 

対日 M&A 等 

(OUT-IN) 

外国企業が出資会社、日本企業が被出

資会社となる M&A 

3,594 件 

(5.8%) 
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図表 2 対日 M&A 等の出資形態別の内訳（2000-2023 年までの合計） 

出資形態 概要 件数(割合) 

合併 

2 社以上が合併契約で 1 社になること。合併(株

式移転・持株会社)とは株式移転により共同持株

会社をつくり、統合すること。 

また、合併(株式交換・持株会社)とは会社分割に

より持株会社をつくり、その持株会社が株式交換を

使って統合すること。既に持株会社になっている場合

も含む。 

9 件 

(0.3%) 

買収 

50%超の株式の取得。50%以下でも経営を支

配する場合を含む。増資引き受け、既存株主からの

取得、株式交換、株式交付がある。 

会社分割の結果、分割会社が承継会社の親会社

になる場合や、合併の結果、消滅会社の親会社が

存続会社の親会社となる場合も買収とすることがあ

る。 

900 件 

(25.0%) 

事業譲渡 

資産、従業員、のれんなどからなる「事業」の譲

渡。2 社間での既存事業の統合も含む。 

会社分割は原則として事業譲渡に分類する。ただ

し、承継会社が子会社になる場合は除く。 

387 件 

(10.8%) 

資本参加 

50%以下の株式取得。ただし、子会社になる場合

は除く。増資引き受け、既存株主からの取得によ

る。初回の取得に限る。 

1,667 件 

(46.4%) 

出資拡大 

資本参加をしている当事者による 50%以下の株

式の追加取得。ただし、すでに 50%超出資してい

る場合や、子会社化している場合、株式の追加取

得は、買収や出資拡大から除く。 

631 件 

(17.6%) 

 

出所：レコフ M&A データベースを基に作成（OUT-IN の場合、日本企業の海外法人売却を除く。割合は四捨五入しているため合計

が 100%とならない場合がある） 
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2.2 買収・事業譲渡及び資本参加・出資拡大（OUT-IN）の概況（出資比率別） 

対日 M&A 等（OUT-IN、マイノリティ出資含む）のうち、外国企業による出資比率 50％未

満の件数は６割以上で、出資比率 20%未満が全体の約 5 割を占める。（図表３） 

 

図表 3 対日 M&A 等の出資形態・比率別件数・割合（2000-2023 年の合計） 

 

出所：レコフ M&A データベースをもとに作成（期間は 2000/1/1~2023/12/31。日本企業の海外法人売却を除く。割合は四捨

五入しているため合計が 100%とならない場合がある。出資後の出資比率で集計、出資比率非公表案件を除く。 

注記：％の数値は外国企業による出資比率を表す 

  

100%

473件（23%）

66.7%以上

100%未満

158件（8%）

50％以上66.7%

未満

160件（8%）

33.4以上50%未満

153件（7%）

20％以上33.4%未満

158件（8%）

20%未満

999件（48%）
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2.3 対日 M&A 等*の推移 *合併、買収、事業譲渡、資本参加、出資拡大 

対日 M&A 等（OUT-IN）は、3 年移動平均で 10 年前と比較して、件数は約 3 倍、金額は

約 5 倍となっており、件数は過去 20 年間で最高水準となっている。（図表４） 

 

図表４ 対日 M&A 等の推移（件数・金額（３年移動平均*）） 

 

 

＊ 当該年の値に前後１年の値を加算して年数３で除した平均値(例：2021 年の値は 2020～2022 年の平均値)特に毎年の金

額は大型案件の有無により傾向が分かりにくいため、3 年移動平均を用いた 

出所：レコフ M&A データベースから作成（OUT-IN の場合、日本企業の海外法人売却を除く。金額非公表案件も存在。） 
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2.4 買収・事業譲渡（OUT-IN）の推移 

対日 M&A 等（OUT-IN）における買収・事業譲渡の件数は、概ね横ばいだが、金額について

は大型案件の有無等により変動があるものの、2016 年以降大幅に増加している。（図表５） 

 

図表５ 買収・事業譲渡の推移（件数・金額（３年移動平均＊）） 

 

＊ 当該年の値に前後１年の値を加算して年数３で除した平均値(例：2021 年の値は 2020～2022 年の平均値)特に毎年の金

額は大型案件の有無により傾向が分かりにくいため、3 年移動平均を用いた 

出所：レコフ M&A データベースから作成（OUT-IN の場合、日本企業の海外法人売却を除く。金額非公表案件も存在。） 
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2.5 資本参加・出資拡大（OUT-IN）の推移 

対日 M&A 等（OUT-IN）における資本参加・出資拡大の件数及び金額は、直近 10 年間

で 3 倍以上に増加している。（図表６） 

 

図表６ 資本参加・出資拡大の推移（件数・金額（３年移動平均＊）） 

 

＊ 当該年の値に前後１年の値を加算して年数３で除した平均値(例：2021 年の値は 2020～2022 年の平均値)特に毎年の金

額は大型案件の有無により傾向が分かりにくいため、3 年移動平均を用いた 

出所：レコフ M&A データベースから作成（OUT-IN の場合、日本企業の海外法人売却を除く。金額非公表案件も存在。） 
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2.6 各国における対内 M&A 等の概況 

対日 M&A 等(2018 年から 2022 年までの合計)の件数(478 件)と名目 GDP（2022 年）

に対する金額の割合（約 0.5%）を他国の対内 M&A と比べると、件数・割合ともに少ない。 

特に、日本の名目 GDP に占める対内 M&A 金額の割合は、米国と比べ 1/7 程度、英国と比

べ 1/33 程度である*。（図表７） 

 

図表７ 世界各国の M＆A（OUT-IN）の件数・金額（2018 から 2022 年までの合計） 

 
出所：UNCTAD World Investment Report（OUT-IN M&A 金額 2018-2022 年）、The WORLD BANK（名目 GDP

（2022 年））から作成  
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2.7 買収・事業譲渡（OUT-IN）の買い手国籍・対象会社業種 

買収・事業譲渡における買い手国籍別の 2000-2023 年における合計件数は、米国が最も多

く、中国、英国と続く。合計金額は、米国が約7割を占めており、シンガポール、英国と続く。（図表

８） 

 

図表８ 買収・事業譲渡 買い手国籍別の合計件数・金額 2000-2023 年 

  

出所：レコフ M&A データベースから作成（日本企業の海外法人売却を除く。金額非公表案件も存在。） 

 

また、対象会社の業種別の合計件数は、サービス、電機、ソフト・情報、不動産・ホテルと続く。

金額は、電機、化学、不動産・ホテル、医薬品が大きい。（図表９） 

 

図表９ 買収・事業譲渡 対象会社業種別の合計件数・金額 2000-2023 年 

  

出所：レコフ M&A データベースから作成（日本企業の海外法人売却を除く。金額非公表案件も存在。） 
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2.8 資本参加・出資拡大（OUT-IN）の買い手国籍・対象会社業種 

資本参加・出資拡大の買い手国籍別の 2000-2023 年における合計件数は、米国が最も多

く、英国、シンガポールと続く。金額は、米国、英国、ドイツの順に大きい。（図表 10） 

 

図表１０ 資本参加・出資拡大 買い手国籍別の合計件数・金額 2000-2023 年 

  

出所：レコフ M&A データベースから作成（日本企業の海外法人売却を除く。金額非公表案件も存在。） 

 

また、対象会社の業種別の件数は、ソフト・情報、電機、サービス、機械と続く。金額は、通信・

放送、輸送用機器、電機、銀行が大きい。（図表 11） 

 

図表１１ 資本参加・出資拡大 対象会社業種別の合計件数・金額 2000-2023 年 

  

出所：レコフ M&A データベースから作成（日本企業の海外法人売却を除く。金額非公表案件も存在。） 
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第３章 外国企業と日本企業の協業連携事例の要点・メリット 

3.1 ポイント別にみる外国企業と日本企業の協業連携の要点 

外国企業と日本企業の協業連携の要点として、ヒアリング内容を、①海外資本活用の背景

（成長意欲・課題感）、②外国企業との接点、③成果実現のための実施内容、④協業連携前

後の苦労（M&A、マイノリティ出資、共同出資会社設立含む）、⑤成功のキーファクター、⑥今後

の成長展開として整理した。 

 

図表１２ ポイント別にみる外国企業と日本企業の協業連携の要点 

 

 

①  海外資本活用の背景（成長意欲・課題感） 

◼ 新事業創出等の必要性 

➢ 今後の企業成長に向けた新規ビジネスモデルの創出や商品・サービスにおけるイノベーショ

ンの創出が必要であり、そのために協業連携先の優れた製品技術・グローバル販売ネット

ワーク等の活用を期待。 

◼ 既存事業における経営改善の必要性 

➢ 既存事業における海外展開、市場シェア獲得、製品の機能向上を図るために、協業連

携先の業務改革手法・販売ノウハウ・優れた製品技術等の活用を期待。 

➢ また、ビジネスの DX や社内業務の IT 活用も検討。 

◼ 人材育成・強化や高度人材確保の必要性 

➢ 専門人材、IT 人材の育成・確保を図るために協業連携先の研修制度・人事制度ノウハ

ウ・連携先のグローバル人材等の活用を期待。 
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企業の声：①海外資本活用の背景（成長意欲・課題感）  

（対象会社業種/出資形態） 

◼ 新事業創出等の必要性 

• 「世界の需要を取り込むために、同業他社との統合によって規模の経済性を追求し、国

際競争力を高めることを企図」（電機/マジョリティ出資） 

• 「従来は受託開発を行っていたが、操作に専門スキルが必要なため、限られた企業のみ

提供していた。クラウド・SaaS のビジネスモデルに将来性を感じ、新規ビジネスモデルを

検討」（ソフト・情報/マイノリティ出資） 

• 「国内市場で更にシェアを獲得するためには、投資銀行業務の強化、特にクロスボーダー

案件の獲得が課題」（証券/共同出資） 

• 「自社の事業資産・製品のみでは成長が限られていたため、外国企業が保有する経営・

マーケティング等のノウハウ・製品を取り入れることで、事業拡大を企図」（窯業/共同出

資） 

• 「それ以前の国内市場は案件が少なく技術開発も停滞したため、自社単体の技術・ノ

ウハウ・実績では、国内市場における優位性の確立および海外展開を含む事業の成長

に課題があり、海外市場で先行する技術・ノウハウ・実績獲得の必要性」（電力・ガス/

共同出資） 

• 「販売エリア拡大を含む事業拡大、およびビジネスモデルの DX の必要性」（その他小

売/共同出資） 

• 「海外展開を検討していた自社製品が海外での販売に苦戦し普及が困難だった。そこ

で、より海外で馴染みのある新製品を開発し、海外での拡販を企図」（食品/共同出

資） 

 

◼ 既存事業における経営改善の必要性 

• 「高価格帯製品の販売で大手企業がリードしていたため、自社単独でのプレゼンス向上

が困難であった。また、グローバル市場では、競争が激しく、資金力に課題」（化学/マジ

ョリティ出資） 

• 「全国で事業を展開していたものの、関東以外の地域での事業規模が小さく、業界大

手と比較した知名度の低さゆえに今後の更なる事業拡大に課題」（サービス/マジョリテ

ィ出資） 

• 「自社単体では達成が難しいさらなる成長の実現を目指し、グローバル市場への進出方

法を検討」（機械/共同出資） 

• 「外国企業の持つ海外の顧客基盤を活用するため、業務提携を実施していたものの、

KPI 設定等のマネジメント面まで踏み込んだ協業には至らず、経営ノウハウの取得に課

題」（サービス/共同出資） 
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• 「業界再編や海外メーカーの日本法人設立の潮流で、製品の販売権喪失リスクを抱え

ていたため、取引先の外国企業と連携強化を図る必要性」（その他販売・卸/共同出

資） 

 

◼ 人材育成・強化や高度人材確保の必要性 

• 「DX 推進及び IT 人材の強化を目指していた」（ソフト・情報/共同出資） 

• 「日本企業の既存事業で取得した顧客データを活用し、さらなる顧客体験の向上を企

図していたが、データ分析のノウハウや DX 人材育成に課題」（ソフト・情報/共同出

資）  
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② 外国企業との接点 

◼ 日本企業から外国取引先・業務提携先に出資を打診（既存取引先・業務提携先） 

➢ 既存の取引先や業務提携先の中から、協業連携を行う分野で互いに補完関係（シナ

ジー創出）となる会社を見極める。 

➢ グローバル本社との交渉に当たり自社の強み（コア技術等）の明確化も重要。 

◼ 日本企業から出資を打診 

➢ 日本市場と比較して先行・発展している国の産業分野の外国企業に打診し、自社の事

業ビジョンや日本市場の将来性などの魅力をアピールする。一般的に、業界団体、投資

銀行、コンサルティング会社等が開催するカンファレンスへの参加、関係者のネットワークを

辿る、マッチングプラットフォーム、FA をはじめとした専門家の活用等も考えられる。 

◼ 外国企業から出資を打診 

➢ 日本企業を日々探索し、出資等を打診する外国企業は一定程度存在するとみられる。 

➢ 相手企業との協業連携を検討するうえで、相互の目的・メリット等を互いに十分理解する

ことが重要。 
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企業の声：② 外国企業との接点  

（対象会社業種/出資形態） 

◼ 日本企業から外国取引先・業務提携先に出資を打診（既存取引先・業務提携先） 

• 「外国企業の北米販社に日本企業が OEM 生産していたことをきっかけに親会社とも関

係性が構築され、協業連携の検討を開始」（機械/共同出資） 

• 「データドリブン経営を進める中で、データ分析領域で外国企業に事業を委託していた。

「時間をお金で買う」意識で合弁会社の設立を日本企業から打診」（ソフト・情報/共

同出資） 

• 「複数抱えていた取引先メーカーの中でも、特に高品質な製品を製造していた外国企

業に対して、販売権を維持し更なる拡販をするため、日本企業から合弁会社設立を打

診」（その他販売・卸/共同出資） 

 

◼ 日本企業から出資を打診 

• 「外国企業主催のイベントに出席するなど関係構築した後に出資が決定」（ソフト・情

報/マイノリティ出資） 

• 「複数の企業に対して RFI（Request For Information）を行い、複数社の提案

を精査の上、協業連携先を選定」（ソフト・情報/共同出資） 

• 「新規事業創出を検討していたアライアンス担当者が外国企業を発掘し、日本企業側

から関係者を辿りアプローチし、協業連携に向けた交渉開始」（ソフト・情報/共同出

資） 

• 「先行している海外市場において、話題となっていた外国企業に目を付け、外国企業に

アプローチ」（その他小売/共同出資） 

  

◼ 外国企業から出資を打診 

• 「外国企業が SNS 等で話題となりつつあった日本企業を見つけ、日本法人の社長が

自ら打診することで交渉を開始」（化学/マジョリティ出資） 

• 「日本市場での事業拡大に当たって、外国企業は複数の会社に声掛け・協業打診」

（サービス/マジョリティ出資） 

• 「両社の会長同士が対話する機会があり、外国企業が世界第 1 位を目指す中で、日

本企業の事業の一部について買収提案」（窯業/共同出資） 

• 「東京都が実施する外国企業と日本企業のマッチング支援を受け、外国企業が日本企

業へ業務提携を打診」（サービス/共同出資） 

• 「外国企業（VC）が自社の蒸留所に視察した際、協業連携の打診を受け、出資に

向けた交渉を開始。2 年間の交渉期間を経て、パートナー企業として選定」（食品/共

同出資） 
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③ 成果実現のための実施内容 

◼ 製品・サービスに関する技術やマーケティングノウハウ等の活用 

➢ グローバル市場で先行している製品・サービス技術やブランディングなどのマーケティングノウ

ハウ等の取得により、新事業の創出または既存事業の強化、グローバル市場における販

売力強化を行う。 

◼ ビジネスの DX、IT を活用した業務改革ノウハウの取り込み 

➢ IT システムの開発・運用等に対する世界標準の導入、データドリブン経営の実現に必要

なノウハウの導入により、生産性や収益性を向上。 

➢ また、世界基準の品質管理、経営管理を行うことでガバナンス強化、効率化につながる。 

◼ 人事制度、研修制度の改革 

➢ 外国企業との協業連携の中で、グローバルスタンダードに基づく人事評価や語学、先進的

な技術習得などの研修制度を導入。 

➢ また、協業連携ノウハウを蓄積し、将来的な更なる出資や取引に活かしていくことも重要。 
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企業の声：③ 成果実現のための実施内容  

（対象会社業種/出資形態） 

◼ 製品・サービスに関する技術やマーケティングノウハウ等の活用 

• 「日本企業が持つ強み・優位性を活かした企業運営を行うという方針を掲げつつ、海外

展開に際しては海外企業の人的なリソース・海外市場に関する知見を最大限に活用」

（化学/マジョリティ出資） 

• 「外国企業の持つグローバルなネットワークやブランド力、人材ビジネスのノウハウなどを活

用して、高度な人材を確保しつつ、事業エリア拡大や新規事業展開を促進」（サービス

/マジョリティ出資） 

• 「グローバルでの監査基準や品質水準を満たすために、ワールドワイドスタンダードのシス

テムを導入し、製造機能を改善」（電機/マジョリティ出資） 

• 「外国企業との連携に基づき SaaS を活用したビジネスモデルに移行し、契約後も製品

のアップデートや顧客習熟度を向上させ高い顧客満足度を実現」（ソフト・情報/マイノ

リティ出資） 

• 「外国企業と日本企業でお互いの顧客を紹介したほか、共同でマーケティング活動を実

施」（ソフト・情報/マイノリティ出資） 

• 「顧客のニーズに応じて大型クロスボーダー案件と中小規模国内案件のどちらにもサービ

スを提供」（証券/共同出資） 

• 「外国企業の調達力を活用することで、国内のサプライヤーでは実現しえない低コストで

の部品調達が可能となった。加えて、外国企業のグループ会社の製品を取り入れ、製品

ラインナップを拡大」（機械/共同出資） 

• 「外国企業と自社お互いの製品をお互いの販路で販売することで、お互いが販路・製品

ポートフォリオの拡大を達成」（窯業/共同出資） 

• 「外国企業が持つ海外市場で先行する技術を獲得し、国内市場に持ち込んで、国内

での事業展開を強化」（電力・ガス/共同出資） 

• 「外国企業が海外で展開している技術を活用したサービスに、自社の持つ経営資源を

掛け合わせることで、国内市場を対象として、新たなサービスを合弁会社で展開」（ソフ

ト・情報/共同出資） 

• 「顧客へ製品の価値を深く伝えるために、外国企業と現地での交流や技術トレーニング

を実施」（その他販売・卸/共同出資） 

• 「外国企業のデジタルプラットフォームやデジタルマーケティング手法を活用し、再エネを中

心とする電力小売事業を全国に展開」（その他小売/共同出資） 

 

◼ ビジネスの DX、IT を活用した業務改革ノウハウの取り込み 

• 「外国企業と同等の QA(Quality Assurance（品質担保））レビュープロセスを導

入」（ソフト・情報/共同出資） 
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• 「外国企業の持つデータ分析のノウハウを、人材の受け入れや教育プログラムの提供など

を通じて取得」（ソフト・情報/共同出資） 

  

◼ 人事制度、研修制度の改革 

• 「自社が持つ人材育成のノウハウに加え、外国企業が持つ KPI 設定・コスト管理のノウ

ハウをかけ合わせ、サービス品質を向上しつつ生産性も向上」（サービス/共同出資） 

• 「自社にとって必要な組織体制を外国企業の担当者と協議して、合弁会社の社長が

自らグローバル人材の採用を進めた。その後、グローバル人材を複数人獲得し、国内外

へ商品ブランドを発信していく体制を整備」（食品/共同出資） 

 

④ 協業連携前後の苦労 

◼ 協業連携に係る社内への説明 

➢ 外国企業との協業連携に対して、社内での意見の不一致・反対も一定数存在。自社事

業、商品の将来性や技術の優位性（メリット）に加え、適宜専門家も活用しつつ、外国

企業のコンプライアンス・知的財産権をはじめとしたリスクチェック等も入念に行った上で、丁

寧に社内説明を行う企業もみられた。 

◼ 従業員の不安や疑問に対する説明 

➢ 海外資本が入ることを契機に、従業員の中には困惑し、退職を検討する者も一定数存

在。今後の自社の成長ビジョン・改革の意義について個別面談による丁寧な説明、段階

的移行、リテンションボーナスなどの対応策を実施した企業もみられた。 

◼ 企業文化、商慣習の違いへの対応 

➢ 言語、外国本社との時差、技術者同士の前提の差異に基づく意思疎通上の難点のほ

か、資金不足、機材の到着遅延、開発遅延などの事業面での苦労があった。 

➢ こうした難点に対しても透明性を確保して意識をすり合わせることや、合弁会社の場合、

両親会社ではなく合弁会社の利益を重視した経営を意識し、信頼関係を構築した企業

も見られた。 
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企業の声：④ 協業連携前後の苦労  

（対象会社業種/出資形態） 

◼ 協業連携に係る社内への説明 

• 「日本市場に外国企業の製品を持ち込む際、日本独自の規格や情報開示の方針が

あり、外国企業のサプライヤーからの情報提供が難しい場合があった。そこで、協業開始

前に外国企業へ丁寧に日本市場の特殊性を説明することで、協業を開始してからの認

識の齟齬を回避。また、海外現地のサプライヤーから情報を提供してもらう際は、背景と

なる情報を丁寧に合理的に説明し可能な範囲で協力を得た」（電力・ガス/共同出

資） 

• 「協業連携先の海外スタートアップについて、セキュリティやコンプライアンス、財務状況

等、会社の状況を漏れなく確認する必要があり、苦労した。その上で、協業連携にどの

ようなメリットがあるかを理解してもらえるよう社内に説明」（ソフト・情報/共同出資） 

• 「企業の所在地や業界の特性上、海外資本の受け入れに対して良いイメージを持たれ

ることが少なかった。そのため、海外資本の受け入れが成長のための健全な手段の一つ

であることを丁寧に説明」（食品/共同出資） 

 

◼ 従業員の不安や疑問に対する説明 

• 「従業員向けに買収の目的や今後の処遇などを丁寧に説明。加えて、退職を防ぐため

に、リテンションボーナスを提供」（サービス/マジョリティ出資） 

• 「外国企業と同等の品質担保のレビュープロセスを導入するために、専門組織の設置

し、変革の必要を説明した。加えて、経営陣が自ら 1on1 の面談を通して実施」（ソフ

ト・情報/共同出資） 

  

◼ 企業文化、商慣習の違いへの対応 

• 「外国企業が主催する社内イベントに日本企業の社員を招待し、情報交換を行うな

ど、外国企業から日本企業へ企業文化を紹介する機会を設けて、理解を促進。」（化

学/マジョリティ出資）" 

• 「組織・機能、仕組み・業務の設計にあたり、一方に寄せるのではなく、どちらの考え方が

理にかなっていて、効率的なのかを議論しながら、良い方を採用する形で推進」（証券/

共同出資） 

• 「外国企業との設計・開発プロセスや IT システムの違いにより、共同開発がスムーズに

進められなかった。そこで、外国企業の人材を日本に招聘し、膝を突き合わせて設計・

開発の進め方についてすり合わせ」（機械/共同出資） 

• 「日本企業では議論の後に持ち帰って会議体で意思決定を行うが、外国企業では一

定の権限を持った方が議論に臨んでくるため、意思決定スピードに違いがあった。そのた
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め、協業開始前に事前に交渉し、日本企業の意思決定スタイルを説明したうえで、共

同会社の意思決定プロセスを企画」（窯業/共同出資） 

• 「合弁会社の親会社同士で、事業方針やターゲット設定、売上・利益目標等において

は、頻繁にお互いの考え方の相違を経験した。その際に気兼ねなく何でも提案してみる

ことで、信頼関係を構築し、その都度フラットに対話することでコンフリクトを解消」（サー

ビス/共同出資） 

• 「信頼関係の構築のために、決算等を隠さずに開示し、日本企業同士では言語化しな

くても共通認識になるような事項でも言葉に出して伝えるなど、透明性の担保を意識」

（その他販売・卸/共同出資） 

• 「日本企業と連携先の外国企業は言語のみならず社風が大きく異なっていたものの、新

規のビジネスモデルを展開するため、お互いの目指すビジョンや合同会社設立により実現

したいことを繰り返し協議」（その他小売/共同出資）  
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⑤ 成功のキーファクター 

◼ 経営哲学や経営目標の一致（主にマジョリティ出資） 

➢ 両社の経営方針・哲学や経営目標が一致していることが、意思決定や業務遂行を円滑

に進める要因となる。 

◼ Win-Win な関係の継続 

➢ 両社が協業のメリットを享受し続けられるように、お互いが不足するリソースを提供し合うこ

とが求められる。 

◼ 役割の明確化・業務の継続的な改善（主に共同出資会社） 

➢ 共同出資会社の役割を明確化した上で、業務を継続的に改善する施策を検討すること

が求められる。また、共同出資会社設立の時点で、デッドロック時の判断方法や意思決

定プロセス（出資割合、協業分野の明確化、社内の責任権限等を含む）を検討してお

くことも重要。 

➢ 出資元の日本企業と外国企業同士が利害関係等に起因する衝突を起こさないよう、相

互に取締役を派遣する、リアルとバーチャルを組み合せて頻繁に会議の場を設けるなど、コ

ミュニケーションや人材交流を密に実施する等工夫が見られた。 
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企業の声：⑤ 成功のキーファクター  

（対象会社業種/出資形態） 

◼ 経営哲学や経営目標の一致（主にマジョリティ出資） 

• 「どちらかが正しい、間違っているということではなく、双方の良い点を融合して最良の手

段を一緒に作る」という方針を重視したことによって、協業関係が円滑化」（化学/マジョ

リティ出資） 

• 「出資以前から継続的にコミュニケーションを取っており、経営哲学や経営目標が近しい

ことを確認できた。また、段階的に出資を行い、経営哲学などを少しずつ融合させていく

ことで、スムーズな経営統合を実現」（サービス/マジョリティ出資） 

• 「グローバル企業の生産体制を参考に、日本国内でも同業他社との協業により生産能

力を拡大し、規模の経済性を追求。日本市場だけでなく世界の需要を取り込み成長し

ていくという明確な戦略の構築」（電機/マジョリティ出資） 

• 「両社とも長期的な顧客利益重視」という本質的な面で企業文化の合致」（証券/共

同出資） 

• 「事前に外国企業と協業の目的を密にすり合わせた上で、既に外国企業が出資

（M&A）していた他の日本企業の実態を見学し、意見交換を実施したことで、外国

企業との協業連携後のイメージを具体化」（窯業/共同出資） 

• 「日本国内の市場においては、日本企業本体と合弁会社とで一部事業で競合相手と

なる懸念があったが、合弁会社も含めた日本企業のグループ全体での成長を目指し、

合弁会社の設立を意思決定」（その他小売/共同出資） 

• 「協業先の外国企業は、共にブランドを成長させていくという目標・ビジョンを達成していく

ことができるパートナーであり、お互い尊重し合えるという点が重要」（食品/共同出資） 

 

◼ Win-Win な関係の継続 

• 「外国企業のノウハウを取り込み、システム開発の高度化と採算性を向上。外国企業の

研修を活用して、IT 人材の育成を促進」（ソフト・情報/共同出資） 

• 「日本企業の技術力、外国企業の調達力がお互いの当時の課題を補完し、win-win

の関係を構築した。また、外国企業から受け入れている海外現地の人材が、地域の

方々と交流する等、地域の活性化にもつながった」（機械/共同出資） 

• 「合弁会社の取締役と最高執行責任者の役割を分けることにより、機能と責任を明確

化し中立な立場で執行可能となった」（サービス/共同出資） 

• 「外国企業の先行した技術力の活用と国内企業のチャネルやプレゼンスを活用すること

で、Win-Win な関係を構築」（電力・ガス/共同出資） 
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◼ 役割の明確化・業務の継続的な改善（主に共同出資会社） 

• 「電話・チャットなどのコミュニケーションを取ることに加え、定例ミーティングを通じて、互い

の情報共有を実施」（ソフト・情報/マイノリティ出資） 

• 「外国企業と日本企業で共通の営業目標などを設定し、定期的なコミュニケーションを

取りながら、共同でマーケティング活動などを実施」（ソフト・情報/マイノリティ出資） 

• 「合弁会社をグループ全体のデータ利活用を推進する立場に位置付けた。また、外国企

業の持つデータ分析のノウハウをグループ内の人材にも浸透させることで、グループ全体の

DX 人材のレベルの底上げやグループ全体の DX を推進」（ソフト・情報/共同出資） 

• 「両親会社のうち、どちらの会社が最終的に意思決定を下すかを事前に決めておくこと

で、デッドロックを回避していた。また、協業が上手くいかなかった際や解消となった際のこ

とを、協業開始前に事前に検討しており、協業失敗のリスクを可能な限り低減」（ソフ

ト・情報/共同出資） 

• 「外国企業との現地での交流や技術トレーニングによって、従業員の英語コミュニケーショ

ン能力が向上したことに加えて、製品製造の取り組み姿勢を学んだ」（その他販売・卸/

共同出資） 
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⑥ 今後の成長展開 

◼ 国内市場の浸透 

➢ 既存事業における製品・サービスの改善や規模拡大、新規事業の開発をより推進するこ

とで国内市場のシェア拡大を目指す。 

➢ 協業連携先との密なコミュニケーションを実施し、関係性を更に深化させていく。 

◼ 海外市場の開拓 

➢ 外国企業が保有する販売チャネルや商品・サービス技術を活用して、海外市場へ自社の

製品・サービス（製品改良を含む）の提供を目指す。 

➢ 協業連携先より現地の市場調査等の協力を経て、海外市場に自社の製品・サービスを

円滑に適応させていく。 

◼ 高度人材、DX 人材の育成や活用 

➢ DX 人材の育成制度を十分に整備することで、新規事業や既存事業へのデータや IT 技

術の活用をより推進。 

➢ また、協業連携先の協力のもと、該当する産業分野における専門人材やグローバル人材

の育成を実施することにより、事業規模を拡大し、海外展開を目指す。 
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企業の声：⑥ 今後の成長展開  

（対象会社業種/出資形態） 

◼ 国内市場の浸透 

• 「国内では、複数の海外プラットフォーム企業との協業関係を構築し、サービスの提供範

囲を拡大する。また海外では、市場の成長が見込まれる東南アジアでの事業拡大を企

図」（ソフト・情報/マイノリティ出資） 

• 「国内グループの再編を通して、より良い顧客サービスの提供及び競争力強化の実現を

企図」（証券/共同出資） 

• 「合弁会社が取り組む事業の周辺事業・サービスの市場が拡大しているため、周辺事

業・サービスへ領域を拡大」（サービス/共同出資） 

• 「合弁会社のサービスを親会社である日本企業のサービスにも還元できるサービスにする

ことで、より関連会社においてグループ全体でのシナジーを創出」（ソフト・情報/共同出

資） 

• 「外国企業のデジタルプラットフォームやデジタルマーケティング手法を活用し、これまでア

プローチできていなかった地域や顧客層に対してアプローチを行うことで、グループ全体で

の成長を目指す」（その他小売/共同出資） 

 

◼ 海外市場の開拓 

• 「顧客生涯価値（Life Time Value：LTV）の向上を目指し、KPI 管理を徹底する

ことで、日本・グローバル市場の双方における成長を実現」（化学/マジョリティ出資） 

• 「外国企業のグローバルネットワークやブランド力を活かしつつ、日本企業単独ではアプロ

ーチが難しい海外マーケットへアプローチ」（ソフト・情報/マイノリティ出資） 

• 「今後は、海外市場における製品に対する要求が国内市場と類似してくると思われるた

め、自社の技術力を活かしつつ海外現地で生産することで、グローバルでの拡販を推

進」（機械/共同出資） 

• 「本協業の成功が後押しし、より広範囲に協業が拡大した。国内市場に浸透するととも

に今後の市場拡大にしたがい事業を成長させる。海外市場においては引き続き業界の

トッププレーヤーとして、業界を牽引」（電力・ガス/共同出資） 

• 「現状は国内市場での展開が中心だが、今後は国内市場を起点に海外市場の開拓も

進めていきたい。また、同時に他事業の海外展開も検討」（食品/共同出資） 

  

◼ 高度人材、DX 人材の育成や活用 

• 「日本企業のノウハウと外国企業の実績を活用することで、デジタルを活用した顧客のビ

ジネス価値の向上や高い専門性を有する IT 人材を育成」（ソフト・情報/共同出資） 
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• 「外国企業の持つデータ分析のノウハウをさらに関連企業全体に浸透させて高度な DX

人材を確保しつつ、データ分析を活用したサービスの顧客体験の向上などを推進」（ソ

フト・情報/共同出資） 

• 「グローバルメーカーとの協業を通して、社内のグローバル化およびグローバル人材育成の

基盤形成」（その他販売・卸/共同出資）  
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3.2 外国企業と日本企業の協業連携の目的・メリットの概要  

外国企業と日本企業の協業連携に関するメリットは、経営面（新事業モデル・イノベーションの

創出、経営基盤の強化）、事業面（営業・販売力の向上、生産・開発能力、生産性の向

上）、従業員面（人材育成・確保、労働環境の改善）のそれぞれにおいて確認できた。 

 

（１）経営面 

・新事業モデル・イノベーションの創出（10 事例/10 事例） 

➢ 自社にない商品・サービス・技術・ビジネスモデルを有する外国企業との協業連携により、

新商品・新サービスの創出が実現できる。 

➢ こうした新規事業の創出によって今までアプローチできなかった事業分野の新規開拓等に

も大きく寄与する。 

・経営基盤の強化（8 事例/10 事例） 

➢ 業績管理の PDCA 手法や一人当たり売上高の設定などといった経営管理（ガバナン

ス）のベストプラクティスを取り込むことにより経営管理の高度化を実現できる。 

➢ 協業連携先の業務ノウハウやシステム開発・運用の最適化に関する知見を導入すること

により、業務改革を実現できる。 

 

（２）事業面 

・営業・販売力の向上（9 事例/10 事例） 

➢ 協業連携先の販売チャネルやマーケティング手法の活用により、製品・サービスの販路拡

大（海外進出含む）が期待できる。 

➢ また、会社や製品の持つブランド力を強化し、取引先との交渉力強化や競争力の向上が

実現できる。 

・生産・開発能力、生産性の向上（４事例/10 事例） 

➢ グローバルに事業展開している外国企業との協業連携により、安定的な資材調達やコス

ト調達能力の強化を実現できる。 

➢ また、製造方法や製品の品質管理方法などのベストプラクティスを取り込むことにより、自

社製品の品質向上や生産コストの低下等を期待できる。 

 

（３）従業員面 

・人材育成・確保（9 事例/10 事例） 

➢ 外国企業のグローバル人材との交流促進や海外におけるビジネス経験を積む機会の創出

により、グローバル人材の育成・強化を実現できる。 

➢ また、協業先の IT システム活用のノウハウを導入することにより、ビジネスモデルの DX 化

を担う人材育成を推進できる。 

・労働環境・条件の改善（7 事例/10 事例） 
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➢ 新しい人事制度（成果に連動した報酬体系等を含む）や公正かつ透明性の高い人事

制度を導入することにより、従業員のモチベーション・パフォーマンスの向上が実現できる。 

➢ また、海外プロジェクトへの参画や海外人材との交流により、従業員のモチベーションが向

上する。 

 

  



32 

3.3 外国企業と日本企業の協業連携の目的・メリットの概要（実際の声） 

それぞれのメリットに関し、事例調査から把握した企業の声は以下のとおり。 

 

(1) 経営面 

 

企業の声：新事業モデル・イノベーションの創出 

（対象会社業種/出資形態） 

 

• 「外国企業の持つグローバルネットワーク、ブランド力、人材ビジネスのノウハウと日本企業の持

つ国内ネットワークを活用することで、新規事業を展開し、事業ポートフォリオの拡充を実現」

（サービス/マジョリティ出資） 

• 「日本企業の国内の広い顧客基盤と外国企業の持つ事業ノウハウや商品・サービスを互いに

補完することで、高度化・多様化する顧客のニーズに適応」（証券/共同出資） 

• 「協業先の外国企業が持つ、海外市場で先行する技術を国内に取り入れることで、国内での

事業展開を強化」（電力・ガス/共同出資） 

• 「外国企業の持つデータ分析に関するノウハウを日本企業に取り入れることで既存事業のデー

タドリブン化を推進し、データに基づいたより高度なサービス提供を実現」（ソフト・情報/共同

出資） 

• 「協業先の外国企業が持つ AI 技術と日本企業の有する大量のデータを掛け合わせることで、

新たなサービスを展開」（ソフト・情報/共同出資） 

• 「外国企業のデジタルプラットフォームやデジタルマーケティング手法を活用し、再エネを中心とす

る電力小売事業を全国に展開」（その他小売/共同出資） 
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企業の声：経営基盤の強化 

（対象会社業種/出資形態） 

 

• 「外国企業において活用されていた KGI（Key Goal Indicator）やセールスマネジメントの

ノウハウを日本企業にも浸透」（サービス/マジョリティ出資） 

• 「外国企業が提唱する SaaS ビジネスにおける定量的な経営指標（THE MODEL）を設定

して計画策定するなど最新の経営管理手法を導入」（ソフト・情報/マイノリティ出資） 

• 「出資元の外国企業と日本企業とで互いに会長、取締役、執行部隊を派遣し、複数の職層

でクロスガバナンス体制を構築」（証券/共同出資） 

• 「協業連携後、外国企業からの提案によるエンタープライズアーキテクチャの考え方を取り込むこ

とで、システム改革が進み始めた」（ソフト・情報/共同出資） 

• 「合弁会社化したことで、業務提携の際は実現できなかった、業績・ビジネス管理方法（KPI

設定方法、プロジェクト別マネジメント）のノウハウを取得」（サービス/共同出資） 

• 「外国企業の持つデータ分析やシステム開発・運用のノウハウを取り入れることにより、マーケティ

ング施策の設計・効果検証などの業務プロセスの中にデータ分析を介在させる文化が社内に

根付き、業務の高度化を実現」（ソフト・情報/共同出資） 

• 「協業先の外国企業から、自社の製品製造及びマーケティング機能強化のための資金提供を

受けた」（食品/共同出資） 
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(2) 事業面 

 

企業の声：営業・販売力の向上 

（対象会社業種/出資形態） 

 

• 「外国企業が日本企業の中国市場への展開に向けて海外展開チームを設立。外国企業の

現地法人と連携して、中国における化粧品市場の特性に関する検証や規制への対応等中国

での円滑な事業展開を実現」（化学/マジョリティ出資） 

• 「従来は日本企業との取引が主であったが、外国企業の持つグローバルネットワークやブランド

力を活かしてグローバル企業との取引が増加」（サービス/マジョリティ出資） 

• 「販売先については、日本の顧客を主としていたが、外国企業との協業を通じて、グローバルの

顧客へ強みのある製品の販売を行うようになった。」（電機/マジョリティ出資） 

• 「出資を受けた当時は営業人員が少なかったが、協業を通じて、外国企業から顧客紹介を受

け案件獲得につながった」（ソフト・情報/マイノリティ出資） 

• 「外国企業の持つグローバルネットワークやブランド力、顧客基盤を活かし、国内の新規顧客へ

のアプローチを実現。」（ソフト・情報/マイノリティ出資） 

• 「外国企業のグローバルな販路を活用し、自社製品を販売するとともに、プロモーションビデオ制

作や展示会における展示方法など、幅広く外国企業の優れたマーケティングノウハウを取得。ま

た、協業先の外国企業のグループ会社の製品ラインナップを取り入れ、自社でも販売すること

で、従前より広い市場を開拓」（窯業/共同出資） 

• 「外国企業から推薦された代表取締役を通じて、日本以外に本社のあるグローバル企業とのネ

ットワークを活用した営業活動や営業ノウハウを獲得」（サービス/共同出資） 

• 「従前は外国企業の販売代理店として活動していたが、合弁会社設立を契機に、外国企業

の研究開発施設や生産ラインの知見を広げることができ、国内市場におけるブランド認知度向

上に大いに貢献」（その他販売・卸/共同出資） 

• 「外国企業のデジタルプラットフォームやデジタルマーケティング手法を活用し、これまでアプローチ

できていなかった地域や顧客層に対して営業活動を展開」（その他小売/共同出資） 
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企業の声：生産・開発能力、生産性の向上 

（対象会社業種/出資形態） 

 

• 「協業前は国内企業からの依頼を受動的にこなしていた。しかし、協業後に海外顧客との取引

が拡大する中、工場の製造上限（キャパシティー）や配分を決めた上で、顧客と交渉して製品

を製造するようになった。また、外国企業の他工場の品質管理等を参考とすることで、俗人的で

はない世界基準の品質管理システムを実現」（電機/マジョリティ出資） 

• 「外国企業の持つ AI や機械学習等の技術を自社のソリューションに組み合わせることで、より良

いソリューションを開発し提供」（ソフト・情報/マイノリティ出資） 

• 「外国企業の優れた調達力を活かし、海外サプライヤーから低コストで部品調達できるようになっ

た。また、自社では製造していない協業先の外国企業のグループ会社の製品を国内で販売する

ことで、新たな市場へのアプローチを実現」（機械/共同出資） 

• 「協業先の外国企業のグローバル販路及びマーケティングノウハウを活用し、市場ニーズを掴んで

開発・生産に繋げる」（窯業/共同出資） 

• 「協業先の外国企業とお互い商材を組み合わせることでコラボレーション商品の開発に至った。」

（食品/共同出資） 
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(3) 従業員面 

 

企業の声：人材育成・確保 

（対象会社業種/出資形態） 

 

• 「外国企業の傘下に入った後、日本企業の社員が、自社の持つ顧客に対する献身的姿勢と

いう強みをより一層自覚した。その結果、強みを生かすべく積極的に顧客価値の高いサービス

提供、製品作りを志向」（化学/マジョリティ出資） 

• 「外国企業の知名度やブランド力などにより、従来は採用が難しかった高度なグローバル人材の

採用数が増加」（サービス/マジョリティ出資） 

• 「合弁会社設立後、外国企業と日本企業の間の人材交流（トレーニー制度）や、出向制

度など、複数の人材ローテーション制度を導入することで、グローバル人材を育成」（証券/共

同出資） 

• 「外国企業の研修制度を活用し、人材のプロフェッショナル制度を導入（プロジェクトマネージャ

ーとテクニカルスペシャリストのプロフェッショナルを定義）することで、IT 人材確保に向けた取組

を加速化」（ソフト・情報/共同出資） 

• 「外国企業の現地人材を日本企業に受け入れて人材交流することで、単に社員の英語力の

向上に留まらず、従前の保守的・形式的な文化も変化し、異文化対応力が向上」（機械/

共同出資） 

• 「グループにおけるデータ分析の教育プログラムの一部を外国企業のサポートのもと合弁会社が

担うことで、グループ内の人材育成を促進」（ソフト・情報/共同出資） 

• 「合弁会社設立により、外国企業との現地における交流や技術トレーニングが実施できるように

なった。それにより、従業員の英語コミュニケーション能力が向上したことに加え、製品に関する

詳細な知識を獲得でき、より一層営業時に製品の魅力を伝えられるようになった」（その他販

売・卸/共同出資） 

• 「外国企業の IT エンジニアとともに合弁会社で事業立ち上げを実施。また、日本企業の IT エ

ンジニアと協働プロジェクトを遂行することで、日本企業の DX 人材の育成・風土改革を推

進。」（その他小売/共同出資） 

• 「日本企業の製品の海外展開に向け、外国企業が保有する VC と共同でマーケティング組織

体制を検討。また、VC を通じて、グローバルで活躍するマーケティング人材の獲得方法などのノ

ウハウを取得」（食品/共同出資） 
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企業の声：労働環境・条件の改善 

（対象会社業種/出資形態） 

 

• 「外国企業の人事評価制度をもとに、人材を登用する際の仕組みや従業員の評価制度、従業

員の成長をサポートする制度などを取り入れた」（サービス/マジョリティ出資） 

• 「営業部門・製造部門それぞれで異なる KPI を設定し、社員のパフォーマンスに応じた業績連

動型の給与体系を導入」（電機/マジョリティ出資） 

• 「合弁会社から海外プロジェクトへの人材派遣をはじめとした人材交流により、従業員のモチベー

ションが向上」（電力・ガス/共同出資） 
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第４章 個別事例集 

4.1 本報告書における対日 M&A 等のパターン 

本事例集では、事例分類をパターン A：会社本体へのマジョリティ出資受入、パターン B：会社

本体へのマイノリティ出資受入、パターン C：共同出資（合弁会社化）、として 3 パターンとしてい

る。 

 

図表１３ 本事例における出資パターン 

*本事例集では、便宜的に上記 3 パターン分けとしているが、一般的に「協業連携」には上記のように出資を伴う取引に限られなく、その

他の業務提携（アライアンス契約等）も含まれる 

（注）企業名は、株式会社等省略 
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4.2 協業連携事例一覧 

図表１４ 協業連携事例一覧 

 

No. 
パ タ

ーン 

日本企業（被出資会社） 
外国企業 

（出資会社） 

出資比率 

名称 

(被出資会社) 
親会社 

業種 

（被出資

会社） 

所在地 
中小 

企業* 
企業名 国籍 

① A 株式会社フジスタッフ ー サービス 東京都  ランスタッド日本合同会社 オランダ 
（当初）10％ 

（現在）100% 

② A 

株式会社ブランドリフト 

（株式会社タカミの親

会社） 

ー 化学 東京都 ✓ 
ロ レ ア ル 株 式 会 社

（L‘Oréal S.A.） 
フランス 100% 

③ B UPWARD 株式会社 ー 
ソフト・ 

情報 
東京都 ✓ 

salesforce.com, inc

（ 現 ： Salesforce, 

Inc.） 

アメリカ 非公表 

④ B 株式会社プレイド ー 
ソフト・ 

情報 
東京都 ✓ 

Google International 

LLC 
アメリカ 非公表 

⑤ C 
株 式 会 社 ARISE 

analytics 
KDDI 株式会社 

ソフト・ 

情報 
東京都  アクセンチュア株式会社 アメリカ 

KDDI 85％ 

アクセンチュア 15％ 

⑥ C 
小正嘉之助蒸溜所株

式会社 
小正醸造株式会社 食品 鹿児島県 ✓ Diageo plc イギリス 非公表 
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⑦ C 

株式会社 JTB 情報シ

ステム（現 I&J デジタ

ルイノベーション株式会

社） 

株式会社 JTB 
ソフト・ 

情報 
東京都  日本アイ・ビー・エム株式会

社 
アメリカ 

日本アイ・ビー・エム 65% 

JTB 35% 

⑧ C 
TG オクトパスエナジー

株式会社 
東京ガス株式会社 

その他 

小売 
東京都  オクトパスエナジー イギリス 

東京ガス 70% 

オクトパスエナジー 30% 

⑨ C 
BASF 戸田バッテリーマ

テリアルズ合同会社 
戸田工業株式会社 化学 山口県  BASF SE（BASF ジャパ

ン株式会社） 
ドイツ 

戸田工業 34％ 

BASF 66％ 

⑩ C 

日立 ABB HVDC テク

ノロジー ズ 株式会社

（現日立エナジージャ

パン株式会社） 

株式会社日立製作

所 
電力・ガス 東京都  ABB Ltd スイス 

（ 当 初 ） 日 立 製 作 所 

51％ ABB 49％ 

（ 現 在 ） 日 立 製 作 所 

100％ 

⑪ C 

三菱 UFJ モルガン・スタ

ンレー 

証券株式会社 

株式会社三菱 UFJ

フィナンシャル・グルー

プ 

証券 東京都  モルガン・スタンレー証券 アメリカ 

三菱 UFJ フィナンシャル・グル

ープ 60％  モルガン・スタン

レー 40％ 
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4.3 協業連携事例一覧の外国企業の国籍・対象会社業種・所在地 

事例集に掲載した 11 事例の外国企業の国籍や対象会社の業種・所在地は以下のとおり。事

例選定に当たっては、国籍・業種・所在地等のバランスも考慮した。（図表 15） 

 

図表 15 事例集掲載 外国企業の国籍・対象会社業種・所在地別件数 

 

 

 

  

米国

5

46%

英国

2

18%

フランス

1

9%

ドイツ

1

9%

オランダ

1

9%

スイス

1

9%

ソフト・情報​

4

37%

化学​

2

18%

サービス​

1

9%

その他小売​

1

9%

証券​

1

9%

食品​

1

9%

電力・ガス​

1

9%

東京都​

9

82%

山口県​

1

9%

鹿児島県​

1

9%
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5 章 コラム 

 

 

 

 



2 

 

 

 

  



3 

 

 

 

  



4 

Appendix. （調査手法・研究会の概要・対日 M&A 関連データ・各種用語の定義） 

●調査手法 

本事業は、データ分析、調査対象事例抽出、デスクトップリサーチ、企業ヒアリングにより実施した。 

調査手法 調査内容 

データ分析 

• レコフ M&A データベース、日系企業活動情報、UNCTAD の World 

Investment Report 2023 を用いて、外国企業との協業の動向お

よび業種、国籍別の件数、金額等を分析 

調査対象 

事例抽出 

• レコフ M&A データベースや日経企業活動情報、公表資料等を基に、

調査対象事例を抽出 

デスクトップ 

リサーチ 

• 調査対象事例に関して、ヒアリング前に各企業の情報や協業の概要を

調査 

企業ヒアリング 

• （ヒアリングを承諾いただいた企業について）協業の基本情報、経緯・

目的、協業成功のポイントや苦労、協業連携後の成果、今後のビジョ

ン等について、デスクトップリサーチで取得不可能な情報を調査 

 

＜事例集作成までの流れ＞ 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

これらを通して、計 20 企業以上にご協力いただき事例調査を実施し、11 事例を事例集に掲

載した。 

ミドルリスト 

レコフ M＆A データベース 

ショートリスト 

レコフ M＆A データベースから、
買い手の国籍が海外、売り手の
国籍が日本である対日M&A事
例を 2000 年から 2023 年まで
抽出。加えて、日経企業活動
情報から、「共同出資会社の設
立」に該当する事例を 2013 年
から 2023 年まで抽出 

ロングリスト 

解消された案件、日本企業による
海外現地法人売却案件、100%
買収案件等の事例を削除すると 
ともに、公表資料や関係機関等か
らの情報収集を踏まえ、ミドルリス
ト化 

各事例のパターン、買い手国籍、
対象会社の業種や所在地、協
業の経緯や目的、協業の成果等
を踏まえ、ショートリスト化 

事例集を作成 

承諾企業に対してヒアリング 

調査対象 
事例抽出 

日経企業活動情報 
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● 外国企業と日本企業の協業連携事例に関する研究会の概要 

本事業は経済産業省が開催した「外国企業と日本企業の協業連携事例に関する研究会の概

要」と連携しながら実施した。 

目的：外国企業と日本企業の協業連携の実態と課題を分析した上で、経済安全保障に留意し

つつ、日本企業が企業経営の高度化を進める際に参考となる事例集の在り方を検討す

る。 

実施内容：調査の進め方、掲載事例、事例集の内容等について、研究会で報告の上、意見交

換、実務や専門性を踏まえた議論等を行った。 

・委員一覧  

名前 所属/役職    （敬称略・五十音順） 

別所 賢作 
三菱 UFJ モルガン・スタンレー証券株式会社 取締役 副社長執行役員 

投資銀行本部長 

松江 英夫 デロイトトーマツコンサルティンググループ 執行役 

宮島 英昭（座長） 早稲田大学商学学術院 教授 

吉富 優子 株式会社レコフデータ 代表取締役社長 

Kenneth J. Lebrun Davis Polk ＆ Wardwell LLP パートナー 

・事務局・オブザーバー 

分類 所属/役職 

事務局 経済産業省貿易経済協力局投資促進課 

オブザーバー 

内閣府対日直接投資推進室 

独立行政法人日本貿易振興機構（ジェトロ）イノベーション部 

株式会社日本総合研究所 

・日程・協議事項 

日時 討議事項 

第 1 回研究会 

2023 年 12 月 19 日 

・事例集のコンセプト、ヒアリング対象案件の抽出方針 

・納得感ある事例集とするために盛り込むべき内容及びアウトプットイ

メージ 

第 2 回研究会 

2024 年 2 月 8 日 

・事例の調査状況、今後追加で調査すべき事例 

・事例のまとめ方や方向性、取り上げるべき内容 
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●各種用語の定義・解説 

用語 説明 

M&A 

関連 
対日 M&A 

外国事業会社又は海外 PE ファンドなどの海外資本による日本企業

への M&A（合併・買収） 

本報告書においては、「合併」、「買収」及び「事業譲渡」をいう（「買

収」等の定義は、5 ページ参照） 

外国企業 

・日本国外に実務上の本社機能が所在する企業・事業者 

・海外資本の出資を受けて日本国内に法人登記されている企業（い

わゆる外資系企業）も含む 

買い手/出資者 対象会社の株式を取得する者 

売り手 企業の株式を保有しており、それを買い手へ売却する者 

対象会社 M&A において売買の対象となる企業 

事業ポートフォリオ 企業が経営資源を配分し、運営する事業の構成 

マイノリティ出資 対象会社の 50％未満の株式を取得すること 

経営指標 
KPI 

Key Performance Indicator の略。重要業績評価指標。最終目

標を達成するための中間目標を定量的に設定した指標 

その他 

中小企業 

中小企業基本法第二条に定められた要件に合致した以下の企業 

・製造業・その他の業種、従業員 300 人以下、資本金 3 億円以下 

・卸売業、従業員 100 人以下、資本金 1 億円以下 

・小売業、従業員 50 人以下、資本金 5,000 万円以下 

・サービス業、従業員 100 人以下、資本金 5,000 万円以下 

シナジー 企業間や事業間における相乗効果 

コーポレートガバナン

ス/ガバナンス 

企業経営において公正な判断・運営がなされるための監視・統制する

仕組み 

 


